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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第33期
第３四半期
連結累計期間

第34期
第３四半期
連結累計期間

第33期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 3,879,376 4,689,977 5,180,131

経常利益 (千円) 34,425 285,388 156,620

四半期(当期)純利益 (千円) 41,245 283,174 172,467

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 42,330 270,877 177,592

純資産額 (千円) 1,119,395 1,525,505 1,254,639

総資産額 (千円) 2,805,765 3,205,043 2,773,963

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 2.71 18.60 11.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.4 47.1 44.7

　

回次
第33期
第３四半期
連結会計期間

第34期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 5.24 8.60

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有

していないため記載しておりません。

４　第33期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（以下、当第３四半期という）における我が国経済は、東日本大震災による

落ち込みから立ち直りつつあるものの、欧州信用不安の長期化と円相場の高止まり、世界的な景気の減速

懸念に加え、平成23年10月に発生したタイの洪水による影響など景気の先行きは極めて不透明な状況に

あります。

　このような状況下、当社グループは、生産拠点をＡＳＥＡＮエリアに有するという、コスト競争力を活か

した営業活動のさらなる強化とともに、生産効率の向上及び生産能力の拡大、生産体制の再構築による高

品質な製品の安定供給の実現を推し進めてまいりました。その結果、当第３四半期の業績は、連結売上高

は4,689,977千円（前年同四半期は3,879,376千円）、売上総利益は1,395,217千円（前年同四半期は

1,009,999千円）、営業利益は326,366千円（前年同四半期は79,455千円）、経常利益は285,388千円（前

年同四半期は34,425千円）、四半期純利益は283,174千円（前年同四半期は41,245千円）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

① 時計バンド事業

時計バンド事業の売上高は2,883,192千円となり、前年同四半期比621,253千円増加しました。このう

ち、国内大手メーカーからは、同社の海外売上の拡大にともなう増産と当社グループの総合力が引き続き

評価されたことによる受注増加に加え、大型案件の売上高計上などにより336,600千円の増加となりまし

た。また、スイスの高級時計メーカーへの売上は、本格的な受注回復と生産能力向上による受注拡大など

により285,674千円の著しい増加となりました。

　これにより、セグメント利益は253,188千円（前年同四半期は47,904千円）となりました。

② メガネフレーム事業

メガネフレーム事業の売上高は1,538,198千円となり、前年同四半期比185,313千円増加しました。この

うち、㈱村井は、新ブランドの投入、中規模チェーン店向の営業強化と大規模チェーン店向ひも付き営業

への注力などにより118,435千円の増加となりました。また、当社のメガネフレーム部門は、ヨーロッパの

高級ブランド品の受注増加、今期より採用したビジネスモデルが軌道に乗り始めたことなどにより

66,877千円の増加となりました。

　これにより、セグメント利益は45,013千円（前年同四半期は2,422千円）となりました。

③ その他事業　

その他事業の売上高は268,586千円となり、前年同四半期比4,033千円増加しました。これは主に、静電

気除去器の売上増加などによるものです。 

　これにより、セグメント損失は2,414千円（前年同四半期はセグメント損失6,419千円）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　
(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費については、特記すべきものはありません。

　
(4) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、時計バンド事業の生産実績（前年同四半期比57.4％増）が著し

く増加しております。

　これは、国内大手メーカー及びスイスの高級時計メーカーからの受注増加にともない、NISSEY VIETNAM

CO.,LTD.における生産が増加したためであります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,423,99915,423,999
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 15,423,99915,423,999― ―

(注)　提出日現在発行数には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年12月31日 ― 15,423,999― 1,565,875― 1,547,813

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式    203,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,216,000 15,216 同上

単元未満株式 普通株式　    4,999 ― 同上

発行済株式総数 15,423,999― ―

総株主の議決権 ― 15,216 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権5個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式589株が含まれております。

３　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本精密株式会社

埼玉県川口市本町 
４―１―８

203,000― 203,000 1.32

計 ― 203,000― 203,000 1.32

　

２ 【役員の状況】

　
該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、フロンティア監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 507,775 710,863

受取手形及び売掛金 586,535 765,387

商品及び製品 230,164 265,459

仕掛品 331,897 290,397

原材料及び貯蔵品 196,706 220,079

その他 49,300 79,290

貸倒引当金 △5,509 △5,906

流動資産合計 1,896,870 2,325,572

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 201,757 203,720

機械装置及び運搬具（純額） 235,663 273,880

工具、器具及び備品（純額） 42,797 42,797

土地 123,614 123,614

建設仮勘定 417 2,308

有形固定資産合計 604,251 646,321

無形固定資産

借地権 163,221 159,207

その他 11,622 10,462

無形固定資産合計 174,844 169,669

投資その他の資産

投資有価証券 55,563 16,111

敷金及び保証金 26,081 26,392

その他 50,593 43,592

貸倒引当金 △34,239 △22,616

投資その他の資産合計 97,997 63,481

固定資産合計 877,092 879,471

資産合計 2,773,963 3,205,043
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 529,456 ※2
 767,814

短期借入金 198,610 283,126

1年内返済予定の長期借入金 76,618 135,431

賞与引当金 21,947 10,074

未払法人税等 6,557 5,043

前受金 168,035 105

その他 116,766 156,930

流動負債合計 1,117,993 1,358,526

固定負債

長期借入金 320,794 230,061

退職給付引当金 77,880 90,950

繰延税金負債 2,656 －

固定負債合計 401,331 321,012

負債合計 1,519,324 1,679,538

純資産の部

株主資本

資本金 1,565,875 1,565,875

資本剰余金 1,548,980 1,548,980

利益剰余金 △1,838,069 △1,554,895

自己株式 △40,280 △40,291

株主資本合計 1,236,505 1,519,668

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,985 △8,311

為替換算調整勘定 △851 △851

その他の包括利益累計額合計 3,133 △9,163

新株予約権 15,000 15,000

純資産合計 1,254,639 1,525,505

負債純資産合計 2,773,963 3,205,043
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 3,879,376 4,689,977

売上原価 2,869,376 3,294,759

売上総利益 1,009,999 1,395,217

販売費及び一般管理費 930,544 1,068,850

営業利益 79,455 326,366

営業外収益

受取利息 383 433

受取配当金 2,352 1,551

受取家賃 2,501 2,494

貸倒引当金戻入額 － 4,216

その他 5,948 2,757

営業外収益合計 11,185 11,453

営業外費用

支払利息 27,740 28,606

持分法による投資損失 6,056 －

為替差損 19,511 21,994

その他 2,907 1,831

営業外費用合計 56,214 52,431

経常利益 34,425 285,388

特別利益

受取和解金 10,000 －

投資有価証券売却益 － 6,111

固定資産売却益 1 －

特別利益合計 10,001 6,111

特別損失

固定資産除却損 0 －

貸倒引当金繰入額 163 －

特別損失合計 163 －

税金等調整前四半期純利益 44,264 291,500

法人税等 3,019 8,326

少数株主損益調整前四半期純利益 41,245 283,174

四半期純利益 41,245 283,174

少数株主損益調整前四半期純利益 41,245 283,174

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,315 △12,296

為替換算調整勘定 △230 －

その他の包括利益合計 1,084 △12,296

四半期包括利益 42,330 270,877

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 42,330 270,877

少数株主に係る四半期包括利益 － －

EDINET提出書類

日本精密株式会社(E02325)

四半期報告書

10/15



【継続企業の前提に関する事項】

　

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１．受取手形割引高 

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形割引高 104,097千円 11,847千円

　

※２．四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

支払手形 ― 58,192千円

　

３．当座貸越契約及び貸出コミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、三菱東京UFJ銀行と当座貸越契約を締結いたしました。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。
　

　
前連結会計年度
（平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日）

当座貸越限度額 ― 100,000千円

借入実行額 ― 50,000 〃

差引借入未実行残高 ― 50,000千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、以下のとおりでありま

す。
　

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 77,021千円 75,026千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

　 時計バンド事業 メガネフレーム事業 その他事業 合計

 売上高 　 　 　 　
　 外部顧客への売上高 2,261,938 1,352,885 264,552 3,879,376

　 セグメント間の内部

　 売上高又は振替高
─ ─ ─ ─

計 2,261,938 1,352,885 264,552 3,879,376

 セグメント利益又は損失

(△)
47,904 2,422 △6,419 43,906

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額

及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 43,906

　減損固定資産の減価償却費の調整 23,593

　その他の調整額 11,954

　四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 79,455

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

　 時計バンド事業 メガネフレーム事業 その他事業 合計

 売上高 　 　 　 　
　 外部顧客への売上高 2,883,192 1,538,198 268,586 4,689,977

　 セグメント間の内部

　 売上高又は振替高
─ ─ ─ ─

計 2,883,192 1,538,198 268,586 4,689,977

 セグメント利益又は損失

(△)
253,188 45,013 △2,414 295,786

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額

及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 295,786

　減損固定資産の減価償却費の調整 20,902

　その他の調整額 9,677

　四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 326,366
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 2円71銭 18円60銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 41,245 283,174

普通株式に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 41,245 283,174

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,221 15,220

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月10日

日本精密株式会社

　取締役会  御中

　

フロンティア監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士   藤  井  幸  雄    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士   遠  田  晴  夫    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
精密株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算
書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精密株式会社及び連結子会社の平成23年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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